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【郡山市公共施設白書について】 

 

(1) 目的 

本書は、2015年度（平成 27年度）に策定した公共施設等総合管理計画の進捗管理や、

公共施設等のマネジメントを行う上での基礎資料とするため、公共施設等のデータを

まとめたものです。 

(2) 対象施設 

本書では、本市が所有する公共施設及びインフラ施設を対象とします。 

(3) 用語 

本書では、特に記載があるものを除き、次のとおり取扱います。 
公共施設 郡山市が設置・管理する学校や市営住宅等の建築物の総称 

（本書では、その敷地や、高等職業能力開発校以外の普通財産（行政目的以外
の財産）を含みません。） 

インフラ施設 郡山市が設置・管理する道路、橋梁等の交通施設や公園、上水道、工業用水道、
簡易水道、下水道及び農業集落排水等の施設の総称で、公共施設以外のもの 

地区・旧市内 郡山市行政センター設置条例に定める各行政センターの所管区域を各地区名
とし、それ以外の区域を旧市内とします。 

複合施設 1つの建物（棟）の中を分割し、複数の公共施設を設置しているもの 
例：緑ケ丘ふれあいセンター 

⇒ 緑ケ丘市民サービスセンター、緑ケ丘地域公民館、中央図書館緑ケ丘分館を設置 

兼施設 建物（棟）を分割せず、施設全体が異なる目的・設置根拠による２つ以上の施
設であるもの 
例：白岩コミュニティ消防センター 

⇒ 白岩コミュニティ消防センターのほか、中央公民館白岩分館でもある 

 (4) その他 

① データについて 

特に記載があるもののほかは 2019年（平成 31年）３月 31日現在のデータを使用

し、人口は各年１月１日現在の住民基本台帳人口を使用しています。 

② 施設類型 

2016 年（平成 28 年）３月 31 日発行の公共施設等総合管理計画の類型に基づき区

分しています。 

➂ 端数処理 

原則として四捨五入により処理しているため、合計が合わない場合があります。
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第１章 郡山市の概要 

 

１．人口動向 

(1) 全体人口 

① 人口及び世帯数の推移・推計 

2019年（平成 31年）の住基人口は 324,109人、世帯数は 140,504世帯となってい

ます。 

現住人口を基にした年齢 3区分別人口を見ると、2019年（平成 31年）時点では年

少人口・生産年齢人口割合が 74.4％、老年人口割合が 25.6％となっていますが、人

口推計による今後の見込みでは、2040年（令和 22年）には、年少人口・生産年齢人

口の割合が 63.6％、老年人口割合が 36.4％となり、老年人口の割合が年々増加して

いく見込みです。 

また、人口の総数で見た場合、2040年（令和 22年）には 2019年（平成 31年）か

ら 12.3％減少し、年少人口は 26.3％減少、生産年齢人口は 24.8％減少する一方で、

老年人口は 24.7％増加の見込みとなっています。 
 

 

 
出典：郡山市統計書、2015年（平成27年）国勢調査 

統計情報（郡山市の現住人口）（郡山市住民基本台帳地区別年齢3区分人口） 
（注１）2019年（平成31年）までは各年10月１日時点の現住人口に、各年1月1日時点の住民基本台帳人口の各年

代別割合を乗じて年齢３区分別の人口を算出（郡山市人口ビジョンの算出方法による） 
（注２）2020年（令和２年）以降は、公共施設等総合管理計画で使用している郡山市人口ビジョンの推計値。な

お、世帯数については未推計 
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② 類似都市との比較 

行政区域面積を中核市の中で比較すると平均の約 1.8 倍となっており、面積が比

較的広い自治体といえますが、人口では中核市平均以下となっており、人口密度も中

核市平均に比べ低い数値になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市要覧 2019年３月(平成 30年度) 中核市市長会 
住民基本台帳人口・・・2018年（平成 30年）３月 
31日現在 
行政区域面積・・・2018年（平成 30年）４月１日 
現在 

（注１）郡山市以外は 2018年（平成 30年）３月 31日現
在 

（注２）下関市、青森市、秋田市及び旭川市は、中核市
の内、郡山市と人口及び行政区域面積が近い類
似自治体（表中、青文字で表示） 

▼ 中核市の人口・土地（行政区域面積）比較 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000 700,000

行
政
区
域
面
積
（

ｋ
㎡
）

人口（人）

郡山市

平均：416.9 ｋ㎡

旭川市

青森市

下関市

秋田市

平均：383,500人

【人口】
順位 市名 数値（人）

1 船橋市 636,539
35 旭川市 338,558
39 郡山市 324,109
41 秋田市 310,412
45 青森市 285,158

48 下関市 265,026
54 鳥取市 188,739

中核市平均 383,500

【人口密度】
順位 市名 数値（人/ｋ㎡））

1 豊中市 11,078.0
43 旭川市 452.8
44 郡山市 443.0
46 下関市 370.1
49 青森市 345.8
50 秋田市 343.0
54 鳥取市 246.6

中核市平均 2,424.3

【行政区域面積】
順位 市名 数値（ｋ㎡）

1 富山市 1,241.8
4 秋田市 906.1
7 青森市 824.6

10 郡山市 757.2
11 旭川市 747.7
12 下関市 716.1
54 豊中市 36.6

中核市平均 416.9
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(2) 地区別・年代別人口割合 

年齢３区分別人口の割合を地区別で見ると、年少人口・生産年齢人口の割合が高い地

区は富田町（79.7％）、富久山町（78.9％）、喜久田町（77.7％）で、老年人口割合が高

い地区は、湖南町（48.7％）、熱海町（40.7％）、中田町（39.0％）です。 

人口高齢化の水準を示す老年化指数（年少人口に対する老年人口の割合）の 2010年

（平成 22年）と 2019年（平成 31年）を比較すると、湖南町（240.3ポイント上昇）、

中田町（219.6ポイント上昇）、熱海町（203.2ポイント上昇）の順に少子高齢化が進ん

でいる地域となっています。 

 

 

 

  
出典：統計情報（住民基本台帳に基づく郡山市の 2010年（平成 22年）地区別年齢別人口） 

統計情報（住民基本台帳に基づく郡山市の 2019年（平成 31年）地区別年齢別人口） 
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▼ 地区別年齢 3区分別人口割合 

① 2010(H22) ② 2019(H31)

富田 82.0 138.6 56.7

富久山 110.1 153.8 43.7

喜久田 115.5 135.6 20.1

旧市内 126.4 205.2 78.8

日和田 136.0 189.9 54.0

安積 116.3 186.1 69.8

大槻 115.5 194.0 78.5

片平 142.2 223.5 81.3

田村 196.0 280.9 84.8

西田 217.2 329.7 112.5

三穂田 226.5 306.7 80.2

逢瀬 253.4 368.8 115.4

中田 288.0 507.5 219.6

熱海 327.1 530.2 203.2

湖南 482.7 723.0 240.3

総人口 132.7 203.0 70.3

地区
老年化指数(老年人口/年少人口)

②－①
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２．財政状況 

(1) 歳入推移 

歳入の過去 20年間の推移を見ると、東日本大震災による災害復旧や除染に対する国

や県からの支出金の増加により 2011 年度（平成 23 年度）から全体の歳入は増えてい

ましたが、2017年度（平成 29年度）からは除染に要する経費の減少に伴い、東日本大

震災による国や県からの支出金が減少したことにより、急激に減少しています。 

一方、歳入の根幹をなす地方税については、宅地化の進行等に伴い固定資産税が増え

たことにより、2018年度（平成 30年度）には 512億円を超え、これまでピークだった

2008年度（平成 20年度）の 506億円と比べ、約 1.3％の増加となっています。 

 

 

 

 
参考：市町村決算状況 
※ 普通会計：一般会計（自治体の基本的な経費）及び公営企業会計等を除く全ての特別会計の総称 
（注）各年度単位の決算数値 
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(2) 歳出推移 

歳出の過去 20年間の推移を見ると、東日本大震災後は災害復旧や除染による費用が

発生したことにより急激に全体の歳出が増えていましたが、2017年度(平成 29年度)か

らは除染に要する費用の減少や投資的経費の減少により全体の歳出も減少しています。 

公共施設等の新設、改修等を行う費用である投資的経費は、震災後、災害復旧等によ

り若干増加した後は、学校の耐震化や老朽化しつつある清掃関係施設の長寿命化工事

の実施、新規施設の整備により一時増加傾向にありましたが、2018年度（平成 30年度）

は大規模な工事の終了により大きく減少し、ピークだった 1998 年度（平成 10 年度）

に比べると約 51.0％減少しています。 

一方、扶助費については 20年間に約 226.1％増えており、老年人口の増加に比例し

てさらに増えていくと考えられます。 

 

 

 
参考：市町村決算状況 
（注）各年度単位の決算数値 
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